










































































（ 2 ）　税制調査会・第24回総会（令和元年 8 月27日）・説明資料・総24－ 4






























































（ 5 ）　BA ツールの BA は、Business Analytics の略で統計学や機械学習等の技術を
用いてデータ分析を行うツールである。












































































































































































（ 9 ）　政府税制調査会（第10回総会）平成29年 6 月19日「税制調査会海外調査報告」
（10）　年末調整制度とアメリカにおける申告納税制度の評価に関連した考察として
は、中里実「アメリカにおける給与所得課税」日税研論集57号165頁がある。


































































国名 「記入済申告書」採用の有無 年末調整制度の採用の有無 課税方式
フランス 有（注1） 無（注2） 賦課課税
カナダ 有 無 申告納税
スウェーデン 有 無 賦課課税
エストニア 有 無 申告納税
韓国 無（注3） 有 申告納税
アメリカ 無 無 申告納税
イギリス 無 有 申告納税
ドイツ 無 有 賦課課税









































































































































































































































































































































716　　早法 95 巻 3 号（2020）
　また、首藤先生は、日本税理士連合会が中心となって設立し、運営してい
る日本税務研究センターの常務理事をなされており、研究会の責任者でいら
っしゃいます。その関係で何度かその研究会にお声をかけてくださいまし
て、「日税研論集」に掲載をさせていただきました。
　一実務家に対して、お声をかけていただき、先生のご指導の下に勉強をさ
せていただきましたことについては、心より感謝申し上げるところでござい
ます。
　このような中で感じましたことは、先生のお人柄でございます。私ども実
務家に対して、いろいろとお声をかけてくださった中で、首藤先生の研究、
勉強する者には分け隔てなく、フランクに接して下さるお人柄には、いつも
敬服しておりました。
　それと同時に感じましたことは、先生が実際の実務、実務家を重視されて
おり、そのことと関係することだと思いますが、税務行政の中で納税者の立
場を重視されているということでございます。行政の問題はとかく、行政を
行う側からの論理が中心になるのですが、先生は、その行政の行為を納税者
や行政の行為を受ける側の立場からお考えになっていることが多いかと思っ
ています。
　退職された後も先生は研究活動などで、より一層ご活躍されることと存じ
ますが、今後とも、私共、税理士、税理士会のためにご活躍くださいますよ
う、お願い申し上げます。
　特に、これから税務行政の ICT 化が急ピッチで行われていきます。この
ような事態が納税者の権利や申告納税制度にどのような影響を及ぼしてくる
のかは重要なテーマであります。このようなテーマについても、先生のご研
究やご意見をいただければと存じます。
　この間のご指導に心から感謝申し上げ、先生の今後のご健勝と一層のご活
躍を祈念申し上げます。
